
柏崎技術開発振興協会 見本市出展支援事業実施要綱 

 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、柏崎技術開発振興協会（以下、「協会」という。）が行う見本市出展支援事

業の実施における必要な事項を定めるものとする。 

 （目的） 

第２条 事業者に対し、見本市出展に対する助成を行うことにより販路開拓や受注拡大を促進し、

新たな事業展開や有望な産業分野への進出を推進することを目的とする。 

 （助成対象者） 

第３条 当事業の対象者（以下、「助成対象者」という。）は、中小企業基本法（昭和３８年法律

第１５４号）第２条に規定する中小企業者（個人事業者を含む。）で、次の各号に掲げる者とす

る。 

（１）柏崎商工会議所機械金属工業部会又は一般工業部会のいずれかを主たる所属部会とする者 

（２）柏崎市内に事業所を有する者で前号に規定する部会の対象業種に該当する者 

（３）前２号に該当する者を経理責任者とするグループ 

 （助成対象事業） 

第４条 当事業の対象見本市等（以下、「助成対象見本市」という。）は、助成対象者が主に生産

する製品を展示する見本市等とする。ただし、次の各号のいずれかに該当する見本市は対象と

しない。 

（１）協会及び柏崎市が主催又は出展等のとりまとめを行う見本市 

（２）助成対象者が主催又は共催等である見本市 

（３）自社製品の販売を行う見本市 

（４）柏崎技術開発振興協会理事長（以下、「理事長」という。）が適当でないと判断する見本市 

 （助成対象経費） 

第５条 当事業で助成対象とする経費（以下、「助成対象経費」という。）は、助成対象見本市に

要する会場借上費（会場賃借料、ブース賃借料、出展小間料、見本市等参加負担金等）及びブ

ース装飾に係る費用（ただし、申請者の所有物となる展示物及び機器、並びに基本仕様以外の

電気工事費及び電気使用料を除く）から消費税及び地方消費税を除く額のうち、理事長が認め

る費用とする。 

 （助成金額等） 

第６条 当事業の助成金（以下、「助成金」という。）は、助成対象経費の３分の２以内（1,000

円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てた額とする。）の金額とし、５０万円を限度

とする。 

２ 前項の助成金は、助成対象見本市の開催初日が属する年度の協会の当事業の予算の範囲内で

交付するものとする。 

 （交付申請） 

第７条 当事業の助成金交付を受けようとする者（以下、「申請事業者」という。）は、所定の様

式にて助成対象見本市の申請書を理事長に提出しなければならない。 

２ 助成対象見本市の開催初日が属する年度において既に当事業の助成金交付の決定を受けた申



請事業者は、理事長が認める場合を除き、当該年度中において当事業の申請を行うことができ

ない。 

 （交付決定） 

第８条 理事長は、前条の規定による申請書の提出があったときは、助成金交付の採否を決定し、

申請事業者に通知するものとする。 

２ 当事業の助成金交付を受ける助成対象者（以下、「助成事業者」という。）は、次の各号の事

項について承諾するものとする。 

（１）助成金交付を受ける助成対象見本市（以下、助成見本市という。）出展後３年間、理事長か 

ら成果状況について調査要請があった場合、状況報告を行う。 

（２）当事業を紹介する広報媒体に、助成事業者に係る事業者名、代表者名、助成見本市名、住 

所、設立年月、資本金、従業員数、電話番号、メールアドレスを公開する。 

３ 助成事業者は、次の各号に掲げる日のうち、いずれか早く到来する日までに実績報告書を理

事長に提出するものとする。 

（１）助成見本市終了の日から２か月を経過する日 

（２）助成見本市が終了する日が属する年度の３月１５日 

 （助成事業の変更等） 

第９条 助成事業者は、助成見本市出展を変更又は中止する場合は所定の申請書により理事長の

承認を受けなければならない。 

 （助成金の請求） 

第１０条 助成事業者が助成金の交付を受けようとするときは、第８条第３項に規定する日まで

に所定の請求書を理事長に提出しなければならない。 

 （助成金額の確定） 

第１１条 理事長は、助成見本市出展に係る実績報告書の提出に対し必要な検査を行い、適当と

認めた場合、交付すべき助成金額を決定し、助成事業者に通知するものとする。 

 （助成金の経理） 

第１２条 助成見本市出展に係る収支を明らかにした帳簿や証拠書類等は、当該助成見本市終了

後から５年間、保管及び管理しなければならない。 

 （委任） 

第１３条 この要綱に定めるもののほか、当事業の実施に関し必要な事項は別に定める。 

 

附記 

平成２２年制定 

平成２４年３月２６日 第５条一部改定 

 平成２６年６月２５日 第３条、第５条一部改定 


